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■第3回広報･渉外委員会議事概要 

日   時   平成23年2月9日(水)14:00～16:00 

会   場   日事連会議室 

出 席 者  委員長･富岡 学､副委員長･佐野吉彦 

         委 員･松橋孝則､横須賀満夫､伊藤典男､高橋 宏､ 

  丸川眞太郎､池田賢一 

          担当副会長･野呂敏秋 

事 務 局 髙津充良､北野芳男､恩田利昭､戸谷泰子､野出友樹 

議   事 

1.会誌の誌面刷新等について 

事務局より､資料1により会誌の誌面刷新等について説明し､了

承された｡このことについては､2月に開催される常任理事会に

諮ることとした｡ 

①昨年の10月に前委員長(戸田和孝氏)が辞任したことにより､

本会理事である森野美徳氏が新委員長に選任され新体制でｽ

ﾀｰﾄした｡ 

②長年編集作業を依頼していた㈲ﾄｰﾀﾙﾒﾃﾞｨｱﾌﾟﾗﾈｯﾄ(木山悳世

氏)から､昨年12月22日付で平成23年3月号をもって編集業務

を辞退するという申し入れがあったため､平成23年4月号か

らの編集作業について数社の編集企画会社を選定し､実績  

等を検討した結果､企業及び公益法人の広報誌等を長年手が

けている㈲城市創事務所(城市創氏)に､当面の編集業務を依

頼することとした｡ 

③会誌編集専門委員会では､長年の懸案であった表紙ﾃﾞｻﾞｲﾝを

含めた誌面の刷新について検討を行い､平成23年4月号から

以下のとおり変更することとした｡ 

1)基本姿勢 

･会員の情報共有､相互交流の媒体とする｡ 

･日事連について広報するとともに､その社会的地位向上を

図る｡ 

･日事連及び単位会の取り組み･課題を主要ﾃｰﾏとする｡ 

･会員の業務に役立つ情報を掲載する｡(行政情報等) 

2)会誌名称の変更 

新名称｢日事連｣､ｻﾌﾞﾀｲﾄﾙ(建築士事務所の全国ﾈｯﾄﾜｰｸ) 

現名称｢Argus-eye｣は7年余り使用しているが､名称の意味が

理解できない､日事連の会誌と結びつかない等､会員に浸透

していないことから変更する｡ 

3)表紙ﾃﾞｻﾞｲﾝの変更 

現在は表紙が目次化されているが､今後は各号ごとに記事と

関連した写真1点を中心に､特集ﾀｲﾄﾙ等を記載する｡ 

4)発行人の変更 

北野芳男常務理事から髙津充良専務理事に変更する｡ 

5)上記1)基本姿勢に則った特集及び連載企画を提案･検討する

こととし､あわせて単位会及び会員からの原稿執筆を増や

す｡ 

2.日事連ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾘﾆｭｰｱﾙについて 

事務局より､資料2により本年4月1日公開を予定している日事

連ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾘﾆ ｭｰｱﾙについて､順調に作業が進んでいること

を報告した｡ 

3.UIA2011東京大会におけるｲﾍﾞﾝﾄの実施について 

事務局より資料3により､以下のとおりUIA2011東京大会におけ

る日事連･東京会共催ｲﾍﾞﾝﾄの実施について説明を行い､了承さ

れた｡また､共催ｲﾍﾞﾝﾄの実施に係る経費について､原則的に日

事連が全額負担することについても了承された｡ 

①｢東京の建築のいま｣をﾃｰﾏにしたﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝと東京都庁

舎見学ﾂｱｰ 

②日本の代表的な建築設計事務所訪問ﾂｱｰ 

4.平成23年度事業計画(案)について 

事務局より､資料4により平成23年度事業計画(案)について説

明し､(案)のとおり了承された｡なお､事業項目は以下のとお
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り｡ 

 ①建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施 

 ②会誌の充実･発行 

 ③要望･陳情運動の実施 

 ④ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを活用した広報活動 

 ⑤UIA2011東京大会における共催ｲﾍﾞﾝﾄの実施 

  次回委員会   平成23年5月10日(火)14:00～16:00 

 

■平成23年3月通常理事会議事概要 

1.日  時  平成23年3月8日(火)13:30～16:05 

2.会  場  日事連会議室 

3.理事会構成者数及び出席者数    理事会構成者数  34名 

                                 出 席 者 数   30名 

                         (内､表決委任状提出者3名含む) 

4.出席者及び欠席者の氏名   

  出席者 

会   長  三栖邦博 

副 会 長  外木場久雄､八島英孝､山田美光､野呂敏秋､ 

  神﨑 貢､山下卓治         

専務理事  髙津充良 

常務理事  北野芳男 

常任理事  上野浩也､大内達史､田端 隆､富岡 学､中野 満､ 

  西村 武   

理   事  秋野卓生､上原伸一､大野和男､荻原幸雄､ 

  佐野吉彦､鈴木眞生､野呂幸一､水谷達郎､ 

  水庭武宣､宮原克平､村山高文､森野美徳 

監   事  岡田利一､甲斐孝明 

  欠席者(表決委任者)理事: 河野久､吉田 敏､割田正雄 

  欠席者  理事:浅野善治､岡部明子､富田 裕､馬場錬成 

  監事:栗原憲昭 

  事務局  恩田利昭事務局長､戸谷泰子広報･渉外担当課長､ 

  鈴木雅之業務課長､前田敏明総務課長､ 

 吉田 茂調査役 

 

5.議  事 

(1)議長 三栖邦博会長 

(2)議事録署名人の選任 

議事録署名人に以下の理事が選任された｡ 

三栖邦博会長､荻原幸雄理事､宮原克平理事 

(3)議決事項 

1) 常任理事会専決事項の承認の件(平成23年2月22日､常任理

事会決定) 

常任理事会専決事項の内容について､次の事項の説明がな

された｡ 

①平成23年度日事連建築賞募集要項と同賞選考委員会委

員の決定の件 

大内総務･財務委員長より､常任理事会で決定した平成

23年度日事連建築賞募集要項と同賞選考委員会委員に

ついて資料1によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

募集要項の主な改正内容は､昨年度より日事連建築賞

は応募時点で単位会の会員でない者であっても､単位会

での第1次審査で第2次審査候補作品に選考された時点

で､会員であるか単位会に入会申請することを条件とし

て応募を認め､会員増強の一環として実施した｡平成23

年度では､上記の主旨を前提にして､日事連建築賞が公

益性をもつ事業であることを前面に出すために､目的で

は｢単位会の会員である｣という記述を削除し､応募資格

では記述内容を整理した｡ 

ただし､応募資格で第2次審査候補作品に選考された時

点で､単位会会員であるか単位会に入会申請することを

条件として応募することは､従来どおりである｡ 

また､選考委員会委員では2名の変更を行った｡(新)井

上俊之(国土交通省大臣官房審議官･建築行政担当)､野

呂敏秋(日事連副会長､㈱鳳建築設計事務所代表取締役

会長)､(旧)佐々木基(国土交通省前大臣官房審議官･建

築行政担当･現道路局次長)､山崎善利(日事連相談役･前

副会長)｡ 

その他年度が変わったことにより対象となる建築物の
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竣工年月日の期間､応募締切日等の変更を行った｡ 

②会誌の誌面刷新の決定の件 

富岡広報･渉外委員長及び森野会誌編集専門委員長よ

り､常任理事会で決定した会誌の誌面刷新について資料

2によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

昨年の10月より､前委員長(戸田和孝氏)の辞任に伴い､

本会理事である森野美徳氏が新委員長に選任され新体

制でｽﾀｰﾄした｡また､長年､会誌の編集作業を依頼してい

た㈲ﾄｰﾀﾙﾒﾃﾞｨｱﾌﾟﾗﾈｯﾄ(木山悳世氏)から､昨年12月22日

付で平成23年3月号をもって編集業務を辞退するという

申し入れがあったため､平成23年4月号からの編集作業

について数社の編集企画会社を選定し､実績等を検討し

た結果､企業及び公益法人の広報誌等を長年手がけてい

る㈲城市創事務所(城市創氏)に､当面の編集業務を依頼

することとした｡ 

会誌編集専門委員会では､長年の懸案であった表紙ﾃﾞ

ｻﾞｲﾝを含めた誌面の刷新について検討を行い､平成23年

4月号から以下のとおり変更することとした｡ 

①基本姿勢 

･会員の情報共有､相互交流の媒体とする｡ 

･日事連について広報するとともに､その社会的地位向

上を図る｡ 

･日事連及び単位会の取り組み･課題を主要ﾃｰﾏとする｡ 

･会員の業務に役立つ情報を掲載する(行政情報等)｡ 

②会誌名称の変更 

新名称･｢日事連｣､ｻﾌﾞﾀｲﾄﾙ(建築士事務所の全国ﾈｯﾄﾜｰ

ｸ)｡現名称｢Argus-eye｣は7年余り使用しているが､名称

の意味が理解できない､日事連の会誌と結びつかない等

の意見があり､会員に浸透していないことから変更す

る｡ 

③表紙ﾃﾞｻﾞｲﾝの変更 

現在は表紙が目次化されているが､今後は各号ごとに

記事と関連した写真1点を中心に､特集ﾀｲﾄﾙ等を記載す

る｡ 

④発行人の変更 

建築関係10団体の会誌発行人を調べたところ､専務理

事名が9団体､会長名が1団体であったため､本会も現･北

野芳男常務理事から髙津充良専務理事に変更する｡ 

⑤上記①基本姿勢に則った特集及び連載企画を提案･

検討することとし､あわせて単位会及び会員からの原稿

執筆を増やす｡ 

議長より､以上の①及び②の常任理事会で決定した同議案

の承認について諮ったところ､異議なく､資料1及び資料2の

とおりこれを承認した｡ 

2)第36回建築士事務所全国大会(福島大会)実施要項(案)の承

認の件 

野呂全国大会運営特別委員長より､第36回建築士事務所全

国大会(福島大会)実施要項(案)について､資料3によって次

の趣旨の説明がなされた｡ 

大会ﾃｰﾏ｢環境･人･建築 次世代への継承｣､大会ｽﾛｰｶﾞﾝ｢さと

を継ぎ､わざを伝え､こころを繋ぐ｣､大会宣言｢われわれ建

築士事務所は 地域から地球規模に至る自然環境に配慮し

つつ 常に新たな建築文化の創造に挑むとともに 住まいと

都市づくりに携わる建築の職能を認識し 先人から引き継

いだ技を伝え人を育み 環境･人･建築の優れた財産を 次世

代に継承することを宣言する｡｣として平成23年10月21日に

福島市の｢福島県文化ｾﾝﾀｰ｣で開催する｡ 

大会行事としては､ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ､記念講演､大会式典､日

事連建築賞展示､記念ﾊﾟｰﾃｨが予定されている｡ 

ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝは｢多様な居住形態と循環型の住まいづくり

(仮称)｣をﾃｰﾏとし､福留功男氏(ｱﾅｳﾝｻｰ)をｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとして､

ﾊﾟﾈﾘｽﾄ4名で行う予定である｡また､記念講演は､｢宇宙から

地球環境を考える(仮称)｣をﾃｰﾏとし､講演者は毛利衛(宇宙

飛行士･日本科学未来館館長)が予定されている｡記念ﾊﾟｰﾃｨ

の会場は｢ｻﾝﾊﾟﾚｽ福島｣となっている｡なお､大会参加費

4,000円､記念ﾊﾟｰﾃｨ参加費12,000円は従来どおりとし､収支

予算総額は6,000万円となっているとの説明がなされた｡ 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議なく､
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資料3のとおりこれを承認した｡ 

3)会員への管理建築士講習の未受講者対策の承認の件 

上野教育･情報委員長より､会員への管理建築士講習の未受

講者対策について､資料4によって次の趣旨の説明がなされ

た｡ 

管理建築士講習の経過措置期間(平成23年11月27日まで)の

終了が迫ってきたことを踏まえ､会員を対象に､受講忘れに

よる事務所の登録取り消し等の事態が発生することを防ぐ

ため､本年5月から7月頃に対応措置を講じたい｡未受講によ

り登録が取り消された場合､当該事務所のみならず､顧客

(消費者)にも多大な影響を及ぼし､混乱を招くことが想定

される｡こうした事態の発生を未然に防ぐことで､会員事務

所をはじめ､消費者等の保護を図るとともに､事務所協会及

び会員事務所に対する社会的信頼の確保を図る｡このため､

各単位会の協力を得て､単位会会員に対し､受講促進の周知

及び受講有無の確認等の事項を記載した往復ﾊｶﾞｷを発信し､

その返信結果もしくは未返信の状況等を確認･管理する形

により実施する｡これらの経費について単位会への助成措

置を講じる｡実施時期は､本年5月から7月頃を想定してい

る｡ 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議なく､

資料4のとおりこれを承認した｡ 

4)苦情の解決業務の育成支援に係る平成23年度以降の実施の

承認の件 

中野指導運営委員長より､苦情の解決業務の育成支援に係

る平成23年度以降の実施について､資料5によって次の趣旨

の説明がなされた｡ 

①苦情の解決業務実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)に関する助成制

度の期間延長について 

平成23年4月以降も継続して個別ﾚﾎﾟｰﾄに関して従来通り

1件につき12,000円の助成を行う｡個別ﾚﾎﾟｰﾄを基にした

苦情の解決業務の事例集の作り方については､指導運営

委員会で協議する｡助成の期間延長は､平成24年度(平成

25年3月末)までとする｡その後については､実施状況等を

勘案し､改めて検討する｡個別ﾚﾎﾟｰﾄの助成額の上限は､従

来通り1単位会あたり年間300,000円とする｡ 

②単位会の指導委員等を対象とした｢苦情解決業務研修会｣

の実施について 

単位会の指導委員等を対象として､ﾌﾞﾛｯｸ単位ごとを原則

として苦情の解決業務の事例集をもとに研修会を実施す

る｡日事連は､日事連から派遣する講師の旅費･宿泊費､お

よび研修会の会場費を助成する｡研修会の実施は､当面､

平成23年度(平成24年3月末)までとする｡その後について

は､実施状況等を勘案し､改めて検討する｡単位会の指導

委員等の研修会参加に係る旅費･宿泊費については､それ

ぞれの単位会で負担する｡ 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議なく､

資料5のとおりこれを承認した｡ 

5)UIA 2011東京大会における日事連･東京会共催ｲﾍﾞﾝﾄの実施

の承認の件 

富岡広報･渉外委員長及び髙津専務理事より､UIA 2011東京

大会における日事連･東京会共催ｲﾍﾞﾝﾄの実施について､資

料6によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

昨年11月に単位会･ﾌﾞﾛｯｸ協議会に対し､UIA2011東京大会で

実施を企画しているｲﾍﾞﾝﾄで､計画を進めている単位会(又

はﾌﾞﾛｯｸ協議会)において､日事連との共催を希望するもの

があれば､本年1月までに提案するよう依頼したところ､東

京会から共催希望のｲﾍﾞﾝﾄ提案があった｡ 

当初､中央の建築関係団体と共催できればと考えていたと

ころ､他団体がそれぞれ独自に実施することとなったため､

日事連独自のｲﾍﾞﾝﾄの実施について検討を行うこととした

が､開催までの期間が1年を切ることから､昨年の11月17日

開催の常任理事会において､単位会(又はﾌﾞﾛｯｸ協議会)が実

施を予定しているｲﾍﾞﾝﾄで､日事連との共催として実施がふ

さわしいものについて､日事連ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして支援してい

く方向で検討していくこととした｡ついては､東京会が提案

する､参加者が建築士事務所の設計の現場と活動の一端に

触れ､設計に理解を深め､建築に親しむ機会を提供するｲﾍﾞﾝ
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ﾄである①『日本の代表的な建築設計事務所訪問ﾂｱｰ』及び

②『｢東京の建築のいま｣をﾃｰﾏにしたﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝと東京

都庁舎見学ﾂｱｰ』は､日事連が共催するにふさわしい企画で

あると思われるので､共催ｲﾍﾞﾝﾄとして実施することとした

い｡ 

その実施に係る経費については､原則として日事連が全額

負担することとしたい｡なお､UIA2011東京大会日本組織委

員会では､中央の建築関係団体がｲﾍﾞﾝﾄを実施するにあたり､

その一部を助成する予定としているので､その助成も活用

したい｡ 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議なく､

資料6のとおりこれを承認した｡ 

6)会員増強への取組についての中間報告(叩き台)の承認の件 

西村会員増強検討WG主査及び髙津専務理事より､会員増強

への取組についての中間報告(叩き台)について､資料7に

よって次の趣旨の説明がなされた｡ 

会員増強検討WGでは､単位会への会員増強に関するｱﾝｹｰﾄ調

査を実施し､それを踏まえて単位会での会員増強への取組

についての中間報告(叩き台)を資料7のとおりまとめた｡5

年後の日事連の構成員数が2万事務所になること及び10年

後に加入率30%を目指すことを目標にしているが､これは単

位会の会員数が毎年6.5%増加しなければ達成できない数字

である｡今回の会員増強への取組についての中間報告(叩き

台)をﾍﾞｰｽにして23年度は単位会やﾌﾞﾛｯｸに意見を求め､必

要な見直しを行ったうえで会員増強の実施方針としてとり

まとめを行い､23年度内に理事会決定し､会長会議に報告す

る予定としている｡なお､具体的な活動については､できる

ものから早急に取り組んでいくことにしている｡ 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議なく､

資料7のとおりこれを承認した｡ 

7)平成24年度･第37回建築士事務所全国大会(東京開催)50周

年記念事業の承認の件 

髙津専務理事より､平成24年度･第37回建築士事務所全国大

会(東京開催)50周年記念事業について､資料8によって次の

趣旨の説明がなされた｡ 

平成24年度･第37回建築士事務所全国大会(東京開催)は日

事連創立50周年(昭和37年9月14日､全事連として創立)にあ

たることから､50周年記念事業として拡大して行うことと

し､開催日については､平成24年10月5日(金)又は12日(金)

を候補としたい｡会場は､日程､規模等を勘案し､帝国ﾎﾃﾙで

開催することとしたい｡記念事業のｲﾒｰｼﾞとしては､式典､ｲ

ﾍﾞﾝﾄ､記念誌の発行､一般への広報･PR､その他必要な事業を

行う予定である｡この事業の企画､立案､運営のため､仮称･

全国大会50周年事業特別委員会(委員構成は日事連会長を

委員長とし､委員は副会長2名､首都圏の常任理事･理事から

4名程度を選出)の設置をしたい｡また､特別委員会の下に事

業企画運営小委員会(仮称)及び記念誌小委員会(仮称)を設

置して準備を進めていきたい｡ 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議なく､

資料8のとおりこれを承認した｡ 

8)第55回通常総会議案の承認の件 

①平成22年度収支更正予算の承認の件(第1号議案) 

北野常務理事より､平成22年度収支更正予算について､資

料9､資料11､資料12によって､次の趣旨の説明がなされ

た｡ 

平成22年度収支予算について､次のとおり更正を行いた

い｡ 

ⅰ. 平成21年度収支決算(平成22年6月17日総会承認)にお

いて､一般会計及び特別会計の｢前期繰越収支差額｣

が確定したことによる更正｡ 

ⅱ.適合証明業務登録機関特別会計の収支の改善を図る

ため､平成22年12月6日の通常理事会での決定に沿い､

適合証明技術者の登録講習に関わるﾃｷｽﾄ収支を一般

会計から適合証明業務登録機関特別会計へ移管する

と共に､管理建築士講習受講者の減少見込による減

収等に伴う更正及び科目の設定を行う｡ 

･一般会計 ｢講演講習会収入｣及び｢講演講習会費｣の

更正 
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･適合証明業務登録機関特別会計 ｢講演講習会収入｣

及び｢講習会ﾃｷｽﾄ印刷費｣の科目設定 

ⅲ.所管官庁である国土交通省より､特定資産の積立額に

ついて適正化するよう指摘を受け､積立を行わないこ

とによる更正｡ 

･一般会計及び適合証明業務登録機関特別会計の｢財

政安定積立預金支出｣ 

ⅳ.職員1名の退職(6月)に伴う､一般会計の｢退職給与積

立預金取崩収入｣及び｢退職金支出｣の更正 

ⅴ.以上の更正の他､決算推定額が予算額と大幅に乖離す

ると見込まれる科目についても､所要の更正を行うこ

ととしたい｡ 

②平成23年度事業計画の承認の件(第2号議案) 

大内総務･財務委員長､上野教育･情報委員長､田端業務･

技術委員長､富岡広報･渉外委員長､中野指導運営委員長､

髙津専務理事により､資料11によって平成23年度事業計

画について次の趣旨の説明がなされた｡ 

平成23年度は､建築士法に規定された団体としての事業

や改正建築基準法､改正建築士法等の円滑な施行に向け

ての活動を引き続き行うとともに､様々な課題に単位会

及び関係団体と連携して取組み､建築士事務所の健全な

発展と消費者の信頼性の向上を図るための各種活動を通

じて､団体による自律的な監督体制の確立に向けて活動

する｡ 

ⅰ.総務･財務に関することでは､法定団体として自律的

な監督体制の確立に向け､構成員の更なる増強に努め

組織の拡充を推進する｡また､平成24年度の一般社団

法人への移行に向け､移行申請準備に取り組む｡ 

ⅱ.教育･情報に関することでは､建築士事務所の開設者

をはじめ､管理建築士､建築士事務所に所属する建築

士等の能力の維持向上並びに高い倫理の保持を図る

べく､講習･研修制度の充実を図るとともに､建築CPD

情報提供制度の活用促進､及びｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟに関する調

査研究等の事業を推進する｡特に､管理建築士講習等

の法定講習については､経過措置期間の終了を迎える

中､登録講習機関((財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰ)との緊

密な連携を図りつつ､単位会とともに､実施協力機関

として円滑な講習運営を図りつつ､一層の受講促進に

取り組んでいく｡ 

ⅲ.業務･技術に関することでは､建築士事務所の業務に

関する諸課題への対応を行う｡また､業務･技術に関す

る講習､建築士事務所賠償責任保険制度の推進などを

行う｡ 

ⅳ.広報･渉外に関することでは､建築士法で規定された

法定団体としての社会的意義及び役割を､会員事務所､

未加入事務所､国民へ周知するための広報活動を､建

築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ､会誌､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ､単位会が開催す

る各種講習会やｲﾍﾞﾝﾄを活用して実施する｡ 

ⅴ.指導運営に関することでは､建築士法で定められた法

定団体として､建築士法第27条の5(苦情の解決)に基

づく苦情の解決業務を円滑に実施する｡また､単位会

の苦情の解決業務実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)を基にした

事例集を単位会へ提供し､必要に応じて単位会の指導

委員会を対象とした研修会を実施する｡ 

ⅵ.建築設計制度等対応に関することでは､建築設計･工

事監理等に係る制度､資格及び業務等に関して､建築

関係団体で構成する各種外部会議での諸検討課題に

ついて､日事連の意見の検討を行い機動的に対応する｡

また､建築設計監理業法(建築士事務所法)の実現に向

けた提言内容について検討を進める｡ 

ⅶ.景観･まちづくりに関することでは､国が推進してい

る地域における建築等を通じた景観形成や､まちづく

り活動に関する様々な施策への協力体制の整備を図

るとともに､地域の景観･まちづくり活動に対してど

のように対応していくか､引き続き検討する｡ 

ⅷ.適合証明業務登録機関に関することでは､適合証明技

術者が適正に適合証明業務が実施されるよう､住宅金融

支援機構と連携を図りつつ､登録制度の適正化に向けた
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取り組みを行う｡ 

③平成23年度収支予算の承認の件(第3号議案) 

北野常務理事より､平成23年度収支予算案の一般会計及

び2つの特別会計の各科目の収支予算案について､資料10､

資料11､資料12によって､次の趣旨の説明がなされた｡ 

3会計の収支予算の合計では､事業活動収入では､会費収

入1億8,346万円､事業収入1億2,502万円､雑収入63万円､

特定預金取崩収入5,002万円､合計3億5,917万円となって

いる｡事業活動支出では､事業費2億8,786万円､管理費

9,662万円､特定預金支出853万円､合計3億9,301万円とな

り､事業活動収支差額は3,384万円の支出超となり､予備

費支出は363万円を予算化し､当期収支差額は3,747万円

の支出超となる｡前期繰越収支差額は5,084万円を予定し､

次期繰越収支差額は1,337万円となっている｡ 

これに関連し､上原理事より従来の収支予算では収支相

償との観点から次期繰越金額が0となる収支予算となっ

ていたが､今回は次期繰越金額が予算化されていること

についての質問と適合証明業務登録機関特別会計の登録

業務がない年度の事務所費と人件費の負担割合について

質問があった｡ 

これは､従来は収支相償との観点から次期繰越額が0とな

るように､支出予算を安全側に予算化して次期繰越額が0

となるよう予算化していたが､前年度に上原理事からご

指摘を受けたので再検討し､所管課へも確認のうえ､今回

から収支相償を原則とせずに､実情に合った収支予算に

したため､次期繰越金額を予算化できた｡今後もこのよう

な方針で行う予定である｡また､適合証明業務登録機関特

別会計の事務所費と人件費の負担割合については､現在

は登録がある年度と登録がない年度の2年間分を平均化

して負担割合を決めている｡今後､事務所費と人件費の負

担割合については､次回の登録受付年度である平成24年

度に向けて関係する委員会等で検討していきたい旨の説

明が髙津専務理事及び北野常務理事よりなされた｡ 

議長より､以上の①から③の議案の承認について諮ったと

ころ､異議なく､これを承認し､第55回通常総会でそれぞれ

第1号議案､第2号議案､第3号議案として提案することを決

定した｡ 

9)第55回通常総会等の日程及び運営の承認の件 

事務局より､第55回通常総会等の日程及び運営について資

料13により次の趣旨の説明がなされた｡ 

平成23年3月29日(火) 会場:八重洲富士屋ﾎﾃﾙ 

11:00～12:30 3月常任理事会 

13:30～15:30 第112回建築士事務所協会全国会長会議 

15:40～16:20 第55回通常総会(平成23年度予算総会) 

16:30～17:10 第38回日事政研総会 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議なく､

資料13のとおりこれを承認した｡ 

 (4) 報告事項 

1)建築基準法見直し検討会のとりまとめの公表と確認手続等

の更なる運用改善について 

髙津専務理事より､建築基準法見直し検討会のとりまとめ

の公表と確認手続等の更なる運用改善について次の趣旨の

報告が資料14によってなされた｡ 

建築基準法の見直しに関する検討会のとりまとめ等の公表

が平成22年12月17日に国土交通省からなされた｡同日に建

築設計関係4団体へ国土交通省から①建築確認審査の事前

協議の実施状況に係る調査､②確認申請図書の簡素化に係

る調査の2項目からなる｢建築確認手続き等の更なる運用改

善に係る調査の実施について｣の依頼があり､提出期限は平

成23年1月7日とされていたため､本連合会は単位会に同調

査の協力を求め､調査結果をまとめ平成23年1月7日に国土

交通省へ提出した｡また､平成23年1月12日には建築設計関

係4団体で国土交通大臣へ｢建築基準法見直し検討会とりま

とめの着実な履行について｣を要望した｡また､国では建築

基準法施行規則及び建築基準法施行令に係る関係告示等の

一部を改正する案に関する2件のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの募集を2月

22日から3月23日まで行っている｡これについては､本会の

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ新着情報に掲載するとともに､業務･技術委員会､
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構造技術委員会の委員に連絡した｡ 

2)住宅金融支援機構適合証明業務に係る適合証明技術者の処

分について 

事務局より､資料15によって次の趣旨の報告がなされた｡ 

平成22年12月20日及び平成23年2月14日に開催された登録

制度運営委員会で､次の者に対し登録規程に基づき処分を

行った｡ 

①適合証明技術者船越正生及び当該適合証明技術者が所属

する有限会社船越正生建築設計事務所に対し､登録取消

しと永年の再登録拒否｡ 

②適合証明技術者岡山勝治及び当該適合証明技術者が所属

する大京住宅株式会社2級建築士事務所に対し､登録取消

しと永年の再登録拒否｡ 

③適合証明技術者江成早百合及び当該適合証明技術者が所

属する株式会社GAKUdesignに対し､業務停止6ヶ月｡ 

④適合証明技術者島田義久及び当該適合証明技術者が所属

する株式会社ﾌﾚｲﾔ建築設計事務所に対し､業務停止3ヶ

月｡ 

⑤適合証明技術者前橋一郎及び当該適合証明技術者が所属

する2級建築士事務所中央工務店に対し､業務停止6ヶ月｡ 

⑥適合証明技術者小池典正及び当該適合証明技術者が所属

するこいけ建築設計事務所に対し､業務停止1年｡ 

また､業務範囲外の適合証明業務を行った二級建築士の適

合証明技術者に対しての文書戒告を14名に行った｡なお､二

級建築士の適合証明技術者に対し2月4日付で､建築士資格

による適合証明業務の範囲についてのお知らせを郵送し､

再度､周知を図った｡ 

これに関連して､荻原理事より､建築士事務所の級別の表示

をしてはどうかとの意見があった｡ 

これについては､適合証明技術者登録制度は､建築士事務所

に所属する建築士の登録となっていて､登録した適合証明

技術者の建築士の資格種別によって適合証明業務の業務範

囲が登録規定により規定されている｡現状でも一級建築士

事務所に所属する2級建築士が適合証明技術者として登録

している実態があり､適合証明技術者の登録証明書には建

築士の資格種別は表示されている旨の説明が事務局よりな

された｡ 

3)平成23年度｢建築士定期講習｣の実施方法の改善提案に対す

る回答について 

上野教育･情報委員長より､平成23年度｢建築士定期講習｣の

実施方法の改善提案に対する回答について､次の趣旨の報

告が資料16によってなされた｡ 

昨年12月､(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰより､受講料の値下げ

を含む平成23年度建築士定期講習の改善策が､本会並びに

建築士会連合会に提案された｡これを受けて､本会及び単位

会としての対応方針の検討を開始し､ｾﾝﾀｰ提案に対する単

位会の意向調査を実施するとともに､その結果を踏まえ､本

年1月28日に開催した第3回教育･情報委員会で､ｾﾝﾀｰへの回

答基本方針について協議し､次の主な事項を内容とする改

善策に対する回答書を作成した｡ 

①平成23年度は受講料の値下げは行わず､翌24年度からの

値下げに向けて検討を継続する｡ 

②DVDの活用や既受講者への受講申込書の送付等の利便向

上を図る事項は､実施を要請｡ 

③要請型講習は､継続検討課題とする｡ 

④会場費の全国一律単価の設定には同意できない｡ 

この内容を､正副会長及び常任理事の確認を経た上で､去る

2月7日にｾﾝﾀｰ宛て､回答書を提出した｡ 

ｾﾝﾀｰは､本会及び建築士会連合会からの回答を踏まえて改

善内容を固め､2月10日に本会宛てに回答がなされ､その回

答内容は､基本的に本会の意向に添う内容であった｡ 

今後の進め方については､平成24年度からの受講料の値下

げに向け､本年12月までにその方針を定めることを目途に､

登録講習機関である(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰとも協議を

進めていくこととしたい｡なお､それに伴う減収への対応に

ついては､原則として､関係三者(単位会､日事連､ｾﾝﾀｰ)が公

平に負担することを念頭に協議を進めていくこととしたい｡

いずれにせよ､講習を的確に実施していくためには､受講料
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の値下げに対する単位会の理解と協力が特に必要である｡

また､ｾﾝﾀｰとの協議は12月の全国会長会議までに決定した

いが､逆算していくと本会としての方針を固めていくのは6

月頃を目途としたい｡ 

これに関連して､山田副会長から本会での方針決定を6月と

すると､教育･情報委員会での協議､常任理事会での協議を

経て､6月2日の理事会での方針決定､6月16日の全国会長会

議で報告する｡そのためには､かなり早送りして手続きを行

わなければならないので日程的に心配であるとの意見が

あった｡これについては､最終的には12月の全国会長会議で

決定内容が報告できるように､それに向けてそれぞれの段

階を経て集約していきたい旨の説明が上野教育･情報委員

長及び髙津専務理事よりなされた｡ 

4)建築CPD情報提供制度の制度改善に伴う今後の対応方針に

ついて 

上野教育･情報委員長及び専務理事より､建築CPD情報提供

制度の制度改善に伴う今後の対応方針について次の趣旨の

報告が資料17によってなされた｡ 

昨年の12月に開催された第17回建築CPD運営会議(事務

局:(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰ)において､平成23年度から

①建築士定期講習の認定開始(既実施分も遡って認定する

予定)②推奨単位(12単位)の設定の2つの制度改善を実施す

ること及び各加盟団体及びその単位会において､都道府県

等に対する制度活用に向けた働き掛けを行うことが決定さ

れた｡教育･情報委員会で協議の結果､今後､次の対応を行う

こととなった｡ 

制度改善の情報提供としては､制度改善の内容について､単

位会宛て情報提供を行うことに併せ､改善内容や制度の概

要等をPRするため本会の会報(4月号)に掲載するとともに､

改善内容や制度の概要等を記載したﾁﾗｼを作成し､単位会で

の活用を要請する｡ 

都道府県等への建築CPD情報提供制度活用に向けた働き掛

けについて､教育･情報委員会で作成した共同要望文案を広

報･渉外委員会とも協議の上､共同要望書へ盛り込む方向で

検討を進めていく｡共同要望の実施に先立ち､平成23年度か

ら速やかに要望活動が行えるよう､本件単独の要望書ひな

型を作成し､単位会に提供する｡この方法により､単位会を

通じ､都道府県等への働き掛けを行っていく｡また､単位会

における本制度への取組みの推進及び都道府県による活用

促進に役立てるため､今後､本制度に係る単位会の実態(単

位会の活用状況､都道府県の制度活用の有無等)を把握する

ための調査を実施し､得られた結果を単位会に提供してい

く｡ 

これに関連して､三栖会長から都道府県等への建築CPD情報

提供制度活用に向けた働き掛けは､JIA､士会連合会でも行

うかとの質問があり､できることなら､各単位会では3団体

が共同で働き掛けを行えたらよいのではないかとの意見が

あった｡これについて､髙津専務理事より､JIA､士会連合会

も建築CPD運営会議のﾒﾝﾊﾞｰであるので､建築CPD運営会議座

長から都道府県等への建築CPD情報提供制度活用に向けた

働き掛けの依頼がなされているが､それぞれの団体の事情

があるので働き掛けを行うかどうかはわからない旨の説明

がなされた｡ 

これに関連して､佐野理事から建築士定期講習が23年度か

ら単位認定されるとなると3年に一度受講したときに6時間

認定されるということでよいか確認したい旨の発言があり､

そのとおりである旨の説明がなされた｡また､建築士定期講

習の認定は､既実施分も遡って認定するとのことであるが､

遡って認定する期間を決めた方がよいと思うとの発言があ

り､鈴木理事(建築技術教育普及ｾﾝﾀｰ専務理事)から､建築士

定期講習の認定の遡及は平成20年度から建築士定期講習が

実施されているので､平成20年度から遡及することになる

が､平成23年度の一年間に限り該当者からの申請により認

定する方法等も考えられるが､詳細は建築CPD運営会議で協

議することになるので決まった段階で広報したいと考えて

いる旨の説明がなされた｡ 

また､上原理事から､建築士定期講習のCPD認定は､士会連合

会が独自に行っているCPD制度で認定することになったの
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で､追随するような形で今回の制度改善がなされたと思う

が､士会連合会が独自に行っているCPD制度が先行している

ように感じるので､建築技術教育普及ｾﾝﾀｰが事務局となっ

て運営している建築CPD運営会議も頑張ってほしい旨の意

見があった｡また､日事連では現在､全国大会でのｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

等が建築CPD情報提供制度の認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとなっているが､

今後の見通しを教えてほしい旨の発言があり､上野教育･情

報委員長から日事連では教育･情報委員会の下に管理講習

会教材開発検討WGを設置し､年内に管理講習会の教材の完

成を目指して鋭意検討している最中である｡この講習も認

定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの申請をすることになる｡なお､今後､建築CPD情

報提供制度に係る単位会の実態(単位会の活用状況､都道府

県の制度活用の有無等)を把握するための調査を実施し､得

られた結果を単位会に情報提供していくこととしている旨

の説明がなされた｡ 

5)第35回建築士事務所全国大会(東京開催)の実施結果報告に

ついて 

事務局より､昨年10月1日に開催した第35回建築士事務所全

国大会(東京開催)の実施結果について､大会参加者842名､

ﾊﾟｰﾃｨ参加者932名､収支結果は19,699,385円となった旨の

報告が資料18によってなされた｡ 

6)第36回全国大会運営特別委員会の委員について 

事務局より､第36回全国大会運営特別委員会委員について､

資料19によって次のとおり報告がなされた｡ 

委員長  野呂敏秋(日事連副会長) 

 副委員長 田畑光三(福島会会長) 

委  員  渡邉  武(福島会副会長) 

 渡辺光司(福島会専務理事) 

 中岡数夫(愛媛会名誉会長) 

 大内達史(日事連常任理事) 

田端  隆(三重会会長) 

7)平成23年度主な会議日程(予定)について 

日事連の平成23年度の主な会議日程(予定)について､資料

20によって事務局より報告がなされた｡ 

 

8)会員･構成員異動報告 

平成22年11月末日､12月末及び平成23年1月末の会員及び構

成員数等を次の通り報告した｡単位会別構成員数等は資料

21の通り｡ 

平成22年11月30日現在  

 正会員46団体､構成員14,984事務所､賛助会員4社 

    平成22年12月31日現在 

 正会員46団体､構成員15,019事務所､賛助会員4社 

    平成23年1月31日現在     

 正会員46団体､構成員15,081事務所､賛助会員4社 

<配付資料> 

資料1 :平成23年度日事連建築賞の募集要項の主な改正点に

ついて 

資料2 :会誌の誌面刷新等について 

資料3  :第36回建築士事務所全国大会(福島大会)(案) 

資料4 :会員への管理建築士講習の未受講者対策について

(案) 

資料5  :苦情の解決業務の育成支援に係る平成23年度以降の

実施について 

資料6 :UIA2011東京大会における日事連･東京会共催ｲﾍﾞﾝﾄの

実施について 

資料7 :会員増強検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの検討状況について 

資料8 :平成24年度･第37回建築士事務所全国大会(東京開

催)50周年記念事業の実施について(案) 

資料9  :平成22年度収支予算更正について 

資料10 :平成23年度一般会計予算内訳書(案) 

資料11 :第55回通常総会議案書 

資料12 :平成22年度収支更正予算書説明書､平成23年度収支予

算書説明書 

資料13 :第55回通常総会及び第112回建築士事務所協会全国会

長会議等の日程と運営について 

資料14 :建築基準法の見直しに関する検討会のとりまとめ等

の公表について 
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資料15 :住宅金融支援機構適合証明業務に係る適合証明技術

者の処分について 

資料16 :平成23年度｢建築士定期講習｣の実施方法の改善提案

に対する回答等について 

資料17 :｢建築CPD情報提供制度｣(事務局:(財)建築技術教育普

及ｾﾝﾀｰ)の制度改善等に伴う今後の対応方針について 

資料18 :第35回建築士事務所全国大会(東京開催)実施報告書 

資料19 :平成23年度･第36回全国大会運営特別委員会(福島大

会)委員について 

資料20 :日事連･平成23年度主な会議日程(予定) 

資料21 :会員･構成員異動報告書 

 

■平成23年3月常任理事会議事概要 

1.日  時  平成23年3月29日(火)10:55～12:15 

2.会  場  八重洲富士屋ﾎﾃﾙ3F｢紅葉の間｣日事連会議室 

3.常任理事会構成者数及び出席者数 

    常任理事会構成者数   15名 

          出席者数        15名 

4.出席者の氏名 

出 席 者 

 会   長   三栖邦博 

 副 会 長   外木場久雄､八島英孝､山田美光､野呂敏秋､ 

  神崎 貢､山下卓治 

  専務理事   髙津充良 

  常務理事   北野芳男 

  常任理事   上野浩也､大内達史､田端 隆､富岡 学､ 

  中野 満､西村 武 

  事 務 局  恩田利昭事務局長､戸谷泰子広報･渉外担当課長、 

   鈴木雅之業務課長､前田敏明総務課長､ 

   吉田 茂調査役 

5.議事録署名人 

  三栖邦博会長､神﨑 貢副会長､中野 満常任理事 

6.議事進行役 

  神崎 貢副会長 

7.議事 

(1)専決事項 

1)東日本大震災に関する災害対策本部設置の決定の件 

三栖会長及び専務理事より､東日本大震災に関する災害対策

本部設置について資料1により次の趣旨の説明がなされた｡ 

東日本大震災対策本部を3月12日に設置した｡本会の災害対

策活動を機動的かつ総合的に推進し､単位会の活動を支援す

ることを目的とする｡業務としては災害情報の収集､行政･関

係機関との調整､単位会への調整･連携､災害対策活動の推進

である｡当面は､本部長に三栖会長があたり､副本部長は外木

場副会長､山田副会長とし､髙津専務理事､北野常務理事がこ

れに加わる組織とした｡今後状況によって必要な拡充を行

う｡ 

議事進行役より､同議案の決定について諮ったところ､異議

なく､東日本大震災対策本部の設置を決定した｡これについ

ては､本日午後に開催される全国会長会議でも報告する｡ 

これに関連して､会長より､今後は被災地(特に岩手､宮城､福

島)の単位会に対し､必要な支援や活動をしていくことを表

明された｡専務理事から震災発生後の単位会の被害状況及び

活動状況等の報告(ﾎｰﾑぺｰｼﾞに掲載し､適宜更新中)をすると

ともに､支援の参考例として阪神･淡路大震災時の兵庫会に

設置した建築復興ｾﾝﾀｰの設置概要等の報告がなされた｡主な

事項は次のとおりである｡ 

①3月14日に東日本大震災対策本部会議を開催し､東日本大

震災に関する当面の対応方針を決めた｡ 

②3月16日に三栖会長が東日本大震災への取り組みについて

の会長声明を発表した｡ 

③3月18日に単位会会長宛に応急危険度判定の広域支援につ

いての連絡及び都道府県への｢被災度区分判定･復旧技術

事務所名簿｣の都道府県担当課への提出の依頼を行った｡

なお､この時点では､応急危険度判定の実施について､岩手

県及び宮城県については､県内対応で実施する方針となり､

福島県については一部広域支援の要請が検討されたが､県

内のｲﾝﾌﾗの状況とｶﾞｿﾘﾝ､食料及び宿泊場所の確保等が極
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めて困難となっていることから､当面広域支援は延期し､

県内判定士で対応することとなった旨の連絡をした｡ 

④3月28日に単位会会長宛に｢震災復旧のための震災建築物

の被災度区分判定基準及び復旧技術指針講習会｣の開催及

び講師養成講習会の実施についての協力要請をした｡なお､

講師養成講習会は4月19日に日本建築防災協会の主催で本

会が共催して開催するが､受講者は6ﾌﾞﾛｯｸ協議会から各6

名を選定し参加依頼する方法が考えられている｡ 

これについて､上野常任理事等から講師養成講習会の参加

人数を増加できないかとの意見があり､日本建築防災協会

と協議し､検討することとした｡ 

⑤外木場副会長から平成7年の阪神･淡路大震災において日

事連と兵庫会が協力して設置した建築復興ｾﾝﾀｰの状況等

について説明がなされた｡ 

⑥建築関係5団体で災害対応についての連絡会を設置する動

きがある｡日本建築学会が中心となって､復興に対しても

支援の提言ができないものかという話し合いが行われて

いる｡この会議は東京で行われ､月に2回程度開催される予

定である｡また､この会議には都市計画学会も参加が予定

されている｡この建築関係団体での災害対応会議に対応す

るため､日事連からは､東日本大震災対策本部副本部長の

山田副会長及び業務･技術副委員長の荻原理事をﾒﾝﾊﾞｰ登

録する旨の説明がなされ､了承された｡ 

2)東日本大震災に係る義援金の決定の件 

三栖会長より､東日本大震災に係る義援金について資料2に

よって次の趣旨の説明がなされた｡ 

①東日本大震災に対する義援金として､北海道･東北ﾌﾞﾛｯｸ協

議会に500万円､関東甲信越ﾌﾞﾛｯｸ協議会に100万円の計600

万円を寄付することとしたい｡なお､従来は単位会を通じ

て県へ寄付することとしていたが､今回は使途を限定しな

いこととしたい｡ 

②支出科目は､一般会計｢予備費支出｣から､平成22年度予備

費支出432万円(予算432万円)､平成23年度予備費支出168

万円(予算200万円)とし､平成23年4月1日に執行すること

としたい｡ 

これに関連して､西村常任理事から義援金はそれぞれのﾌﾞ

ﾛｯｸ協議会のどこに送金するのかとの質問があり､それぞ

れのﾌﾞﾛｯｸ協議会の幹事県に送金するとの説明がなされた｡

また､山下副会長から､平成23年度の予備費支出の予算が

32万円となるが問題ないかとの質問に対して､今後開催さ

れる理事会で､震災復興に係る事業等の追加に伴い､これ

らのことを含めて収支予算の更正を行うことになるとの

説明がなされた｡ 

議事進行役より､同議案の決定について諮ったところ､原

案を了承し､資料2のとおり東日本大震災に係る義援金を

決定した｡これについては､本日午後に開催される全国会

長会議でも報告する｡ 

3)第36回建築士事務所全国大会(福島大会)の中止の決定の件 

野呂全国大会運営特別委員長より､東北地域の被害状況説明

の後､第36回建築士事務所全国大会(福島大会)の開催につい

て資料3によって次の趣旨の説明がなされた｡    

平成23年10月21日に開催予定の第36回建築士事務所全国大

会(福島大会)については､震災の状況を踏まえ､開催の可能

性について検討を行ってきたが､平成23年3月26日付けで主

管会である福島会より､｢会場に予定していた県文化ｾﾝﾀｰが

地震被害で現在使用停止の状況にあること､地震､津波並び

に原発事故災害で浜通り地方の相双支部､いわき支部の会員

が避難の状況にあること､さらに宮城県を始め北海道･東北

ﾌﾞﾛｯｸ協議会の単位会も大きな被害を受けている状況にあり､

現在の状況では全国大会開催は困難である｣との報告を受け

た｡ 

議事進行役より､同議案の決定について諮ったところ､福島

会のこれまでの全国大会開催準備状況等を考えると､大変残

念ではあるが､今回の震災による被害状況の事態を重く受け

止め､開催を中止することを決定した｡これについては､本日

午後に開催される全国会長会議でも報告する｡今後は一日も

早い復興を目指して､本連合会も単位会と連携し､震災の復

旧と復興に必要な知識と技術を駆使して､その支援に努めて



2011-5 日事連会務月報                                               13 

                                                

 

いくこととした｡ 

(2)協議事項 

1)第55回通常総会等の運営について 

事務局より､第112回建築士事務所協会全国会長会議及び第

55回通常総会の議事の運営について資料4によって説明がな

され､各会議の担当者が次第のとおり進行することを確認し

た｡なお､今回提案する事業計画及び収支予算は震災前の3月

8日に開催した通常理事会で議を経た内容であるため､今後

行う震災復興に係る追加事業及びそれに伴う収支予算の更

正については理事会で行うことを議案説明の冒頭で説明す

ることとした｡ 

 2)UIA2011東京大会ｸﾞﾙｰﾌﾟ登録の案内について 

専務理事より､資料5によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

UIA2011東京大会日本組織委員会(JOB)から3月7日に建築関

係5団体に対しｸﾞﾙｰﾌﾟ登録の案内及び協力要請があった｡ 

この件について建築学会､士会連合会はJOBが希望する業務

の対応は難しい旨の回答がなされている｡また､建築業協会

では対応は難しいとのことであった｡ 

協議の結果､今回の協力要請は震災前の要請であるので今後

の状況を把握し､その上でこれらの内容を単位会に案内し対

応していくこととした｡ 

(3)報告事項   

1)建築確認手続き等の運用改善(第二弾)及び規制改革等の要請

への対応について 

専務理事より､建築確認手続き等の運用改善(第二弾)及び規

制改革等の要請への対応について次の趣旨の報告が資料6に

よってなされた｡ 

建築確認手続き等の運用改善(第二弾)については､3月25日

に国土交通省より概要公表がなされ､所要の政令･省令･告示

の改正等について本年5月1日より施行される予定とのこと

である｡また､規制改革等の要請への対応についても本年度

中に措置される｡これらのことについての説明会(4月6日･国

土交通省会議室)を建築関係団体を対象に行うとの連絡が国

からあったので､この説明会の開催について3月28日に単位

会へ連絡した｡なお､建築確認手続き等の運用改善(第二弾)

等の内容の周知を図るため､本説明会実施後､各建築設計団

体等において､地域ﾚﾍﾞﾙでの研修会の開催についての協力依

頼を行った｡ 

2)会員･構成員異動報告 

平成23年2月末の会員及び構成員数等を次の通り報告した｡

単位会別構成員数等は資料7の通り｡ 

    平成23年2月28日現在    

 正会員46団体､構成員15,123事務所､賛助会員4社 

3)後援名義等使用の催物及び経過報告について事務局よりそれ

ぞれ資料8､資料9により報告がなされた｡ 

<配付資料> 

資料1:東日本大震災に関する災害対策本部の設置について 

資料2:東日本大震災に係る義援金について 

資料3:第36回建築士事務所全国大会福島大会の開催について 

資料4:第55回通常総会(平成23年度予算総会)､第112回建築士事

務所協会全国会長会議運営次第 

資料5:UIA2011東京大会ｸﾞﾙｰﾌﾟ登録案内及び協力要請への対応に

ついて 

資料6:建築確認手続き等の運用改善(第二弾)及び規制改革等の

要請への対応について 

資料7:会員･構成員異動報告書 

資料8:後援･協賛名義使用の件 

資料9:経過報告 

 

■第4回 教育･情報委員会議事概要 

日  時    平成23年4月8日(金) 14:00～16:00 

会  場    日事連会議室 

出 席 者 

 委 員 長 上野 浩也 

 委   員  相場 博､國分 恵之､尾添 信行､西森 敬祐､岩田 守 

 神﨑 貢(担当副会長) 

 事 務 局 髙津 充良､北野 芳男､恩田 利昭､吉田 茂､ 

 市川 貴之､野出 友樹､夏目 浩行 
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 欠 席 者  宮原 克平､遠山紀芳 

<配付資料> 

前回議事録 

報告    :直近の研修会等の状況について 

資料1-1 :会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査の概要等について 

資料1-2 :会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査報告書 

資料1-3 :追補版の集計方法  

資料2-1 :建築CPD情報提供制度の動き等について 

資料2-2 :講習会等実施者用ﾏﾆｭｱﾙ(抜粋) 

資料2-3 :参加登録希望者用ﾏﾆｭｱﾙ(抜粋) 

資料2-4 :建築CPD情報提供制度の動き等について 

資料2-5 :会誌4月号に掲載した周知文書 

資料2-6 :ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ出席者名簿取扱要領(抜粋) 

資料2-7 :｢建築CPD情報提供制度｣の実績活用の促進について(ﾓ

ﾃﾞﾙ文案) 

資料3-1 :法定講習の実施状況等について 

資料3-2 :管理建築士講習未受講事務所への受講促進ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ

について【建築教育ｾﾝﾀｰ作成】 

資料3-3 :建築士定期講習の要請型講習に関する打合せﾒﾓ 

資料4-1 :第5回管理講習会教材開発検討WG検討事項(案) 

資料4-2 :都道府県知事に対する管理講習の知事指定継続要望に

ついて 

報告: 

議事に先立って､事務局より､平成23年4月6日に実施された｢建築

確認手続き等の運用改善(第二弾)及び規制改革等の要請への対

応に係る説明会｣､平成23年4月19日に開催予定の｢震災復旧のた

めの震災建築物の被災度区分判定基準及び復旧技術指針講習会

の講師養成講習会｣及び今後開催予定の｢(仮称)実務者のための

新しい業務報酬基準の適正活用講習会｣について､それぞれの講

習会の趣旨､開催時期､ﾃｷｽﾄの取扱い等について説明がなされた｡ 

議事: 

(1)会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査について 

事務局より､資料1により会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査

結果についての説明に併せ､報告書を各20部ずつ単位会宛て

送付済である旨が報告された｡ 

しかし､今回取りまとめた報告書の中で､一部不備が見つかっ

たため､本年6月中旬を目途に追補版を発行したいとの説明が

あり､協議の結果､了承された｡ 

なお､上野委員長より､｢報告書のﾃﾞｰﾀを見ると､事務所所員が

10名未満の事務所が非常に多いため､今後､各種施策を行う際

には､ここをﾀｰｹﾞｯﾄにしていくことが参考になる｣との発言が

あった｡ 

(2)建築CPD情報提供制度について 

事務局より､資料2により平成23年3月3日に開催された第18回

建築CPD運営会議の内容について報告がなされた｡主な報告事

項は以下の通り｡ 

1)建設系CPD協議会へのｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ参加について､反対意見を

出していた建築士会連合会が内部で再検討した結果､参加

について了承を得たとの報告がなされた｡ 

2)建築士定期講習のCPDﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ認定について､具体的内容が

決定 

ⅰ.ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ審査は不要 

ⅱ.認定時間に考査時間も含める 

ⅲ.認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ以外(他民間登録講習機関によるものの

講習については自己申請によりCPD実績となる 

ⅳ.平成23年3月以前に受けた建築士定期講習について

も自己申請によりCPD実績となり､ 自己申請費用は

500円/件とする 

ⅴ.単位会には､追認の申請方法等のﾏﾆｭｱﾙを配布 

3)都道府県に対する活用推進要望について､共同要望書に先

立ち､単位会に向けて要望文書のﾓﾃﾞﾙ文案を送付し､都道府

県への要望活動に活用していただくよう依頼済である｡ 

また､今後CPD認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを予定している講習会等につい

ての説明に併せて､今後､作成予定の制度理解のためのﾏﾆｭｱ

ﾙについて､どのような項目を取り上げて解説すべきか議論

した｡各委員からの主な意見としては､ 

①建築CPD情報提供制度の取り組みについては､各単位会で

温度差があるため､本制度を広く普及させていくために
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は､全国的に周知する等の行動を実施していく必要があ

る｡ 

②どのようにして自治体に申し入れをすればよいのか｡ま

た､本制度の事務局となっている(財)建築技術教育普及ｾ

ﾝﾀｰにも､さらに自治体に向けて働きかけを行ってもらう

よう意見していくと同時に､広報･渉外委員会でも共同要

望書を作成する｡ 

③都道府県･市町村に十分な説明を行うためにも､事務局に

て早急に制度全体を理解できるようなﾏﾆｭｱﾙを作成し､単

位会に周知していくことが重要である｡ 

行政側も､建築CPD制度について十分に理解しているところ

は少ないため､まずは各都道府県の行政に対して事務所協

会がしっかりとした説明及び要望を行うことが課題である｡

そのためには､まず単位会がCPD制度について深く理解して

おく必要があるため､できるだけ早急に制度理解のための

CPDﾏﾆｭｱﾙの作成を行うこととした｡ 

(3)法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)について 

事務局より､資料3-1に基づいて､直近の法定講習の実施状況､

平成23年度第二期講習(7月～9月)の受付期間･開催予定等に

ついての説明がなされた｡ 

また､国交省が取りまとめた都道府県別の管理建築士講習受

講状況についての説明が併せてなされ､現時点で相当数の未

受講者が残っているため､その数を満たす会場確保を単位会

に依頼している旨の説明がなされた｡最後に､地震の影響で中

止もしくは延期となった講習会がいくつかあるとの報告も併

せてなされた｡ 

続いて､資料3-2により､管理建築士講習未受講事務所への受

講促進ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙについて事務局より説明がなされた｡都道府

県と(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰが共同でﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ発送を行

うところが大半だが､いくつかの都道府県では県独自に対応

するところもあるとの説明がなされた｡ 

次に､資料3-3により､平成23年3月16日に五者(東京都建築士

事務所協会･日事連･東京建築士会･士会連･㈶建築技術教育普

及ｾﾝﾀｰ)により行われた､建築士定期講習の要請型講習に関す

る打合せについての報告がなされた｡主な報告事項は以下の

通り｡ 

･東京建築士会は､平成23年度に開催する全23回の建築士定期

講習に集中的に対応する方針｡ 

･士会連は東京建築士会を補完し､直営で通常の建築士定期講

習と要請型講習に取り組む｡ 

･士会連の直営による建築士定期講習については､東京建築士

会及び東京都建築士事務所協会の同講習に影響を与えない

よう､開催時期･場所等に配慮して計画する｡ 

･東京都建築士事務所協会では､要請型講習について､実施の

可否について､今後検討を進める｡ 

･日事連及び士会連では､各構成単位会に対して行っている建

築士定期講習の要請型講習に関するｱﾝｹｰﾄ調査結果を踏ま

えて､取り組みを希望する単位会に関しては､個別に対応し

ていく｡ 

上記報告事項を踏まえ､要請型講習に関して､上野委員長より

現在50名に設定されている最低開催人数を､もう少し柔軟に

対応できるように意見していくべきとの発言があった｡ 

(4)管理講習会教材開発検討WGについて 

事務局より､資料4により､管理講習会教材開発検討WGの検討

事項(今後のｽｹｼﾞｭｰﾙ､講義時間､項目､執筆者等)に関して説明

がなされた｡ 

委員からは､地域編の取扱いに対して､どのように実施すれば

よいか等の方針を何か示してもらわないと対応が難しいので

はないかとの意見が出された｡ 

これに対し､上野委員長より､従来行っていた知事指定講習で

は､まず冒頭に都道府県の建築行政担当者が1時間程度､法令

について講義を行っており､今回の地域編もそのように対応

すればよいのではないかとの検討を進めているが､詳細につ

いては今後のWGでの議論を踏まえ､報告することとした｡ 

その後､知事指定継続のための陳情活動に利用していただく､

ﾓﾃﾞﾙ文案についての説明が事務局よりなされ､了承された｡ま

た､今後､知事指定の状況について調査を行うこととした｡ 

また､委員より､ﾓﾃﾞﾙ文案について､単位会会長名と日事連会
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長名の連名にした方が､全国的に同調した行動を実施してい

るとの印象を与えられるため､効果的なのではないかとの意

見が出された｡以上の協議の結果､今後､5月の常任理事会､6月

の会長会議を経て､知事指定要望を実施することとした｡ 

(5)その他 

平成22年度事業報告(案)と管理講習会教材開発検討WGの｢詳

細目次(案)とそのねらい｣の承認ついては､まず5月の常任理

事会に諮る必要がある｡その前段階として本委員会の承認を

要するが､新教材ﾃｷｽﾄ目次の承認に関しては委員長一任でど

うかとの提案が上野委員長よりなされ､協議の結果､了承され

た｡事業報告(案)に関しては､ﾒｰﾙにて全委員の確認を得るこ

ととした｡ 

次回委員会 平成23年6月29日(水)14:00～16:00 

 

■主な行事予定 

※行事日程は中止･変更等になることがございますのでご了承く

ださい｡ 

平成23年 

5月26日 建築設計制度等対応特別委員会 

  31日 会誌編集専門委員会 

6月 2日 日事政研役員会 

 通常理事会 

    7日 会員増強検討WG 

  10日 日事連建築賞選考委員会 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



■4月末単位会構成員在籍・賠償責任保険制度加入状況

期 間　　平成23年4月1日～4月30日

北海道 1,009 + 52 5,191 19.4 221 - 1 21.9
青　森 171 + 2 1,115 15.3 33 19.3
岩　手 246 1,212 20.3 60 24.4
宮　城 298 + 1 2,447 12.2 58 - 1 19.5
秋　田 168 1,351 12.4 42 25.0
山　形 189 1,444 13.1 47 24.9
福　島 201 + 1 1,869 10.8 49 24.4
茨　城 501 2,557 19.6 140 - 1 27.9
栃　木 173 1,673 10.3 88 - 1 50.9
群　馬 175 2,126 8.2 92 - 1 52.6
埼　玉 576 5,802 9.9 104 - 2 18.1
千　葉 430 4,137 10.4 95 - 1 22.1
東　京 1,379 17,321 8.0 359 - 5 26.0
神奈川 780 - 5 6,887 11.3 148 - 4 19.0
新　潟 290 2,764 10.5 105 + 1 36.2
長　野 495 2,583 19.2 115 - 1 23.2
山　梨 114 + 1 966 11.8 13 11.4
富　山 291 1,454 20.0 55 - 2 18.9
石　川 264 - 2 1,306 20.2 51 19.3
福　井 267 - 1 1,131 23.6 57 - 1 21.3
静　岡 566 3,779 15.0 137 24.2
愛　知 591 - 8 5,742 10.3 125 - 4 21.2
三　重 182 + 4 1,546 11.8 61 - 2 33.5
滋　賀 195 - 3 1,372 14.2 35 17.9
京　都 270 2,485 10.9 79 + 1 29.3
大　阪 920 7,306 12.6 169 - 3 18.4
兵　庫 503 4,216 11.9 118 - 3 23.5
奈　良 116 - 3 1,041 11.1 21 18.1
和歌山 116 - 2 856 13.6 25 - 1 21.6
鳥　取 81 + 2 561 14.4 43 53.1
島　根 151 785 19.2 67 + 3 44.4
岡　山 450 1,749 25.7 58 - 1 12.9
広　島 384 2,739 14.0 116 30.2
山　口 110 - 4 1,373 8.0 35 31.8
徳　島 98 1,027 9.5 13 13.3
香　川 102 + 1 1,372 7.4 18 17.6
愛　媛 131 - 2 1,428 9.2 25 19.1
高　知 147 793 18.5 16 10.9
福　岡 493 + 1 4,365 11.3 130 - 2 26.4
佐　賀 171 700 24.4 28 16.4
長　崎 241 1,005 24.0 42 17.4
熊　本 227 1,560 14.6 81 - 1 35.7
大　分 196 1,067 18.4 36 18.4
宮　崎 132 - 1 1,260 10.5 62 - 2 47.0
鹿児島 320 1,533 20.9 78 + 1 24.4
沖　縄 183 + 1 1,373 13.3 46 25.1

計 15,093 + 35 118,369 12.8 3,596 - 34 23.8
※建築士事務所登録数は平成22年9月末日現在の数字である。

加入率(C／A)

賠償責任保険
単位会 構成員数(Ａ)

登録数(Ｂ) 増　減加入率(A／B)

 建築士事務所登録

加入数(Ｃ)
増　減


